
介護保険業係ࡿ保険給付ࡢ円滑࡞実施を確保ࡿࡍたࡢࡵ基本的࡞指針㸦抜粋㸧 

㸦ᖹ成㸰㸵ᖺ㸱᭶㸯㸶日厚生労働省告示第㸵㸮号㸧   

 

 こࡢ指針ࡣ，㸦略㸧第六期㸦ᖹ成十七ᖺ度ࡽᖹ成十九ᖺ度ま࡛㸧ࡢ市⏫ᮧ介護保険

業計⏬㸦略㸧ࡢ策定ࡢたࡢࡵ基本的項を定ࡶࡿࡵ，㸦略㸧地域支援業ࡢ実施ࡀ

計⏬的図ࡼࡿࢀࡽうࡿࡍこを目的࡛ࡢࡶࡿࡍあࡿ。 

 

第一 サ࣮ビࢫ提供体制ࡢ確保及び業実施関ࡿࡍ基本的項 

一 地域包括ࢣシࢸࢫムࡢ基本的理念一基本的理念 

㸲 日常生活を支援ࡿࡍ体制ࡢ整備 

単身又ࡣ夫婦ࡢࡳࡢ高齢者世帯，認知症࡛あࡿ者ࡢ増加対応ࡋ，地域サロンࡢ開

催，見Ᏺ࣭ࡾᏳ否確認，外出支援，買い物࣭調理࣭掃除等ࡢ家支援ࢆ含ࡴ日常生活

ࡵいくた࡚ࡋ⥆⥅ࢆ在宅生活࡚ࡋた地域࡛Ᏻ心ࢀ慣ࡳ住，ࡀ高齢者࡞必要ࡀ支援ࡢୖ

中ࡀ市⏫ᮧ，ࡵいくた࡚ࡋ整備ࢆࢫ生活支援࣭護予防サ࣮ビ࡞多様ࡿ࡞必要

心࡚ࡗ࡞，生活支援コ࣮ࢹネ࣮タ࣮㸦地域支え合い推進員㸧ࡢ活用等を通ࡌ，㹌

㹎㹍，民間企業，協同組合，ボランࢸ，社会福祉法人等ࡢ生活支援࣭介護予防サ

࣮ビࢫを担う業主体ࡢ支援，協働体制ࡢ充実࣭強化を図ࡿこࡀ重要࡛あࡿ。 

，࡛ࡲᖹ成୕十ᖺ୕᭶末，ࡣい࡚ࡘ通所護うち訪問護ࡢた，予防給付ࡲ

地域支援業段階的移行ࡿࡍこ࡚ࡋいࡀࡿ，こࡾࡼࢀ市町村ࢆ中心ࡋた

地域࡙くࢆࡾこ࡛ࡲࢀ以ୖ推進ࡋ，地域ࡢ実情応ࡌた柔軟࡞サ࣮ビࢫ提供ࢆ通ࡌ

࡚，要支援者等ࡢ多様࡞生活支援や社会参加ࡢニ࣮ࢬ応え࡚いくこࢆ目指ࡢࡶࡍ

࡛あࡿこࡽ，護予防࣭日常生活支援総合業㸦以ୗࠕ総合業ࠖいう。㸧ࡢガ

厚生労働ࡿࡍ公表ࡁ基࡙規定ࡢ第一項ࡢ四十五ࡢ法第百十五条࡚ࡋンラࢻ

大臣ࡀ定ࡿࡵ指針等㸦以ୗࠕガࢻランࠖいう。㸧や好例ࡢ提供等ࢆ参考，市

町村࠾い࡚ࡣ，地域支援業ࡢ活用ࡶࡣちࡢࢇࢁこ，市町村ࡀ行う一般施策等ࡶ

併せࡽࡀ࡞積極的取ࡾ組ࡴこࡀ重要࡛あࡿ。 

 

第 市⏫ᮧ保険業計⏬ࡢ作成関ࡿࡍ項 

三 市⏫ᮧ介護保険業計⏬ࡢ任意記載項 

㸯 地域包括ࢣシࢸࢫム構築ࡢたࡵ重点的取ࡾ組ࡴこࡀ必要࡞項 

㸦三㸧生活支援࣭介護予防サ࣮ビࡢࢫ基盤整備ࡢ推進 

単身又ࡣ夫婦ࡢࡳࡢ高齢者世帯等支援ࢆ必要ࡿࡍ高齢者ࡢ増加伴い，地域サ

ロンࡢ開催，見Ᏺ࣭ࡾᏳ否確認，外出支援，買い物࣭調理࣭掃除等ࡢ家支援等ࡢ

生活支援ࡢ必要性ࡀ増加ࡾ࠾࡚ࡋ，地域ࡢ実情応࡚ࡌ，多様࡞主体ࡀ生活支援࣭

護予防サ࣮ビࢆࢫ提供࡚ࡋいくこࡀ期待さࡲ。ࡿࢀた，社会参加意欲ࡢ強い団

塊ࡢ世代ࡀ高齢化࡚ࡋいくこࡽ高齢者ࡢ社会参加ࢆ通࡚ࡌ，元気࡞高齢者ࡀ生

活支援ࡢ担い手࡚ࡋ活躍ࡿࡍこࡶ期待さࡿࢀ。こࡢたࡵ，生活支援࣭護予防

サ࣮ビࡢࢫ充実ࡢたࡵ以ୗࡢ取組ࢆ進ࡿࡵコ࣮ࢹネ࣮ࢺ機能ࡢ充実や，協議体

࡞ࡋ参照ࢆンラࢻガ，ࡶࡿ重要࡛あࡀこࡿࡵ定ࢆこࡿࡵ進ࢆ設置ࡢ

主体࡞等多様ࢸ㹌㹎㹍，民間企業，協同組合，ボランࡿ図ࢆ後充実，ࡽࡀ

生活支援࣭ࡿࡼ 護予防サ࣮ビࡢࢫ内容ࡘい࡚具体的記載ࡿࡍこࡀ重要࡛あ

資料㸰 



 。ࡿ

 資源開ࡢ࡞ࡿࡍ場を確保ࡢ活動，ࡋう養成ࡼࡿ࡞担い手ࡢ高齢者等を支援 

 発 

ロ 活動主体等ࡢネッࢺワ࣮ࡢࢡ構築 

 ࢢマッチンࡢ地域資源ࢬニ࣮ࡢ地域ࡢ高齢者ࡿࡍ支援を必要 ࣁ

こࡢࡽࢀ取組当たࡣ࡚ࡗ既存業ࡶ活用ࡘࡘࡋ，地域支援業や市町村ࡢ一般

財源等ࢆ適切組ࡳ合わせ࡚実施ࡿࡍこࡀ想定さࡿࢀたࡵ，幅広い視点ࡽ取組

 。ࡿ重要࡛あࡀこࡿࡍたୖ࡛記載ࡋ整理ࢆ

 

 

 

介護予防࣭日常生活支援総合業ࡢ適切ࡘ᭷効࡞実施を図ࡿたࡢࡵ指針㸦抜粋㸧 

 

㸦略㸧こࡢたࡵ，総合業ࡢ実施主体࡛あࡿ市町村ࡣ，法第㸯㸯㸳条ࡢ㸲㸳第㸰項第㸳

号規定ࡿࡍ業㸦以下ࠕ生活支援体制整備業ࠖいう。㸧を活用ࡽࡀ࡞ࡋ，地域࠾い

࡚，㹌㹎㹍やボランࢸ，地縁組織等ࡢ活動を支援ࡋ，こࢀを総合業一体的ࡘ総

合的企⏬ࡋ，実施ࡿࡍこࡀ望まࡋい。 

 

第㸲 総合業ࡢ円滑࡞実施ࡢたࡢࡵ生活支援体制整備業ࡢ活用 

生活支援体制整備業ࢆ活用ࡋた生活支援࣭護予防サ࣮ビࢫ㸦以ୗࠕ生活支援等サ࣮

ビࢫ ，ࡵࡌࡣ高齢者を࡞元気，࡚ࡗ࡞中心ࡀ市⏫ᮧ，ࡣ࡚ࡗあた体制整備ࡢいう。㸧ࠖ

住民ࡀ担い手࡚ࡋ参加ࡿࡍ住民主体ࡢ活動，㹌㹎㹍，社会福祉法人，社会福祉協議会，

地縁組織，協同組合，民間企業，シル࣮ࣂ人ᮦࢭンタ࣮等ࡢ多様࡞主体ࡿࡼ多様࡞サ࣮

ビࡢࢫ提供体制を構築ࡋ，高齢者を支えࡿ地域ࡢ支え合いࡢ体制࡙くࡾを推進࡚ࡋいく必

要ࡀあࡿ。 

そࡢ際，生活支援体制整備業ࢆ活用ࡋた高齢者ࡢ生活支援等サ࣮ビࡢࢫ体制整備ࢆ推

進࡚ࡋいくこࢆ目的ࡋ，地域࠾い࡚，生活支援等サ࣮ビࡢࢫ提供体制ࡢ構築向け

たコ࣮ࢹネ࣮ࢺ機能㸦主資源開発やネッࢺワ࣮ࢡ構築ࡢ機能㸧を果たࡍ生活支援コ࣮

ࢹ生活支援コ࣮ࡿけ࠾や各地域こࡿࡍネ࣮タ࣮㸦地域支え合い推進員㸧を配置ࢹ

ネ࣮タ࣮生活支援等サ࣮ビࡢࢫ提供主体等ࡀ参⏬ࡿࡍ，定期的࡞情報共᭷及び連携強化

創ࡀࢫた生活支援等サ࣮ビࡋ互助を基本，࡚ࡌ等を通こࡿࡍ協議体を設置࡚ࡋ場ࡢ

出さࡼࡿࢀう取組を積極的進ࡿࡵ。 

࡞適切࡚ࡋ対要支援者等ࡀ等ࢸボランࡿ࡞担い手ࡢた，生活支援や護予防ࡲ

生活支援や護予防ࢆ提供ࡿࡍこࡼࡿࡁ࡛ࡀう，こࡢࡽࢀ者対࡚ࡋ，護保険制度や

高齢者ࡢ特徴，緊急対応等ࡘい࡚，市町村ࡀ主体的研修ࢆ行うこࡀ望ࡋࡲい。 

さࡽ，地域ケ会議ࡣ，個別ケ࣮ࡘࢫい࡚，多職種，住民等ࡢ地域ࡢ関係者間࡛検

討ࢆ重ࡿࡡこࡾࡼ，地域ࡢ共通課題ࢆ関係者࡛共᭷ࡋ，課題解決向け，関係者間ࡢ

調整，ネッࢺワ࣮ク化，新た࡞資源開発，さࡣࡽ施策化ࢆボࢺムップ࡛図࡚ࡗいく仕

組࡛ࡳあࡾ，生活支援等サ࣮ビࡢࢫ充実ࢆ図࡚ࡗいくୖ࡛，生活支援コ࣮ࢹネ࣮タ࣮や

協議体連携ࡽࡀ࡞ࡋ，積極的活用ࢆ図࡚ࡗいくこࡀ望ࡋࡲい。 



平成２７年２月２３日（月）
全国厚生労働関係部局長会議

老健局 重点事項説明資料



【財源構成】
国 25%
都道府県

12.5%
市町村

12.5%
1号保険料

21%
2号保険料

29%

※27年度
以降は、1
号保険料
22%、2号

保険料が
28%に変更

【財源構成】
国 39.5%
都道府県

19.75%
市町村

19.75%
1号保険料

21%

※27年度

以降は、国
39%、都道
府県19.5%
市町村
19.5%、1号
保険料22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

新しい地域支援事業の全体像
＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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介護予防・日常生活支援総合事業の
基本的な考え方

厚生労働省老健局振興課

0



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０分
以内に必要なサービスが提供される日常
生活圏域（具体的には中学校区）を単位と
して想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について
○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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支え合いによる地域包括ケアシステムの構築について

地域包括ケア研究会「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点」（平成25年３月）より

自助：・介護保険・医療保険の自己負担部分
・市場サービスの購入
・自身や家族による対応

互助：・費用負担が制度的に保障されていないボ
ランティアなどの支援、地域住民の取組み

共助：・介護保険・医療保険制度による給付

公助：・介護保険・医療保険の公費（税金）
部分

・自治体等が提供するサービス

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提
として、「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要である。
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。
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地域住民の参加地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同
組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。
○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強
化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の
地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介
護保険法の地域支援事業に位置づける。

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加
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民間
企業 ボランティアＮＰＯ

バックアップ
市町村を核とした支援体制の充実・強化（コーディネーターの配置、

協議体の設置等を通じた住民ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等）

হ



৬

○高齢者の在宅生活を支えるため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組合等の多様
な事業主体による重層的な生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築を支援

・介護支援ボランティアポイント等を組み込んだ地域の自助・互助の好取組を全国展開

・「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置や協議体の設置などに対する支援

民間とも協働して支援体制を構築

家事援助
安否確認

食材配達

移動販売

配食＋見守り

自
治
会
単
位
の
圏
域

小
学
校
区
単
位
の
圏
域

市
町
村
単
位
の
圏
域

交流サロン

声かけ

コミュニティ
カフェ

権利擁護

外出支援

生活支援・介護予防サービスの提供イメージ

協同
組合

多様な主体による生活支援・介護予防サービスの重層的な提供

社会福祉
法人

介護者支援

等
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生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援・介護予防サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチング
する機能があるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す
る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり
など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※１ これらの取組については、平成２６年度予算においても先行的に取り組めるよう５億円を計上。
※２ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用でき
る仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要

等

（Ｃ）ニーズと取組のマッチング

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移

行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を

支援。高齢者は支え手側に回ることも。

総合事業と生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的なサービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅生
活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には
利用料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の
生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与
する教室

介護予防・生活支援の充実
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